
コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE Naigai Tec Corporation

最終更新日：2021年6月30日
内外テック株式会社
代表取締役社長　岩井田　克郎

問合せ先：03-5433-1123

証券コード：3374

https://www.naigaitec.co.jp

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループは、「お客様の課題解決と価値創造のためにグループシナジーを最大限に発揮し、創意と誠意をもって価値ある技術を基にした情
報・商品・サービスを、よりスピーディーに提供できるＮｏ．１企業を目指す」ことを経営理念とし、透明性の高い経営の実現と企業価値の継続的な
向上により、株主、投資家をはじめ、取引先・従業員・社会から信頼される企業であり続けるために、コーポレートガバナンス・コードの趣旨に沿っ
たコーポレートガバナンスの充実を経営上の重要課題の一つとして位置づけ、諸施策に取り組んでおります。

　また、当社グループは、2006年6月に「企業行動憲章」（2014年4月改訂）を定め、企業行動において法令遵守はもとより、すべての役員及び従業
員が公正で高い倫理観に基づいて行動することにより、広く社会から信頼される経営体制の確立に努めております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　当社はコーポレートガバナンス・コードの「基本原則」の全てを実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

権田　浩一 430,313 12.35

NOMURA PB NOMINEES LIMITED OMNIBUS-MARGIN (CASHPB) 166,000 4.76

権田　益美 144,500 4.14

権田　雄大 135,000 3.87

株式会社きらぼし銀行 104,000 2.98

楽天証券株式会社 88,400 2.53

髙橋　祐実 84,000 2.41

SMBC日興証券株式会社 79,200 2.27

副島　眞由美 74,520 2.13

SMC株式会社 60,000 1.72

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 3 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満



直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

村山　憲二 公認会計士 △

新井　茂明 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

村山　憲二 ○

　当社の会計監査人であるＥＹ新日本有
限責任監査法人の出身でありますが、
2017年6月に退職しており、同氏と同監査
法人の関係に起因する独立性への影響
はなく、一般株主と利益相反が生じる恐れ
がないものと判断しております。

　同氏は公認会計士としての企業会計に関す
る専門的知識及び豊富な経験を有しておりま
す。その知識と経験に基づいた助言や提言を
受けることにより、業務執行に対する一層の監
督機能が強化されることと判断いたしました。

　また、同氏は主要株主及び主要取引先の出
身者でなく、当社との間に特別な利害関係もな
いため、独立性が高く、一般株主と利益相反が
生じるおそれがないことから、独立役員に選任
しております。



新井　茂明 ○

　当社と商取引のある株式会社アドバンテ
ストに勤務しておりましたが、2018年9月に
退職しており、同氏と同法人の関係に起
因する独立性への影響はなく、一般株主
と利益相反が生じる恐れがないものと判
断しております。

　同氏は半導体業界に関する豊富な知識と経
験を有しております。その知識と経験に基づい
た助言や提言を 受けることにより、業務執行に

対する一層の監督機能が強化されることと判
断いたしました。

また、同氏は主要株主及び主要取引先の出

身者でなく、当社との間に特別な利害関係もな
いため、独立性が高く、一般株主と利益相反が
生じるおそれがないことから、独立役員に選任

しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

コーポレートガバナン
ス委員会

10 0 3 2 0 5
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 6 0 1 2 0 3
社外取
締役

補足説明

コーポレートガバナンス委員会の役割（取締役の指名に関係するもの）

以下の事項について審議し、取締役会に対して助言・提言を行うことができる。

　（1）取締役候補者の選任及び取締役の解任に関する株主総会議案

　（2）代表取締役、取締役社長の選定・解職

　（3）前２項を決議するために必要な基本方針、規則及び手続等

　（4）その他、取締役の選任に関してコーポレートガバナンス委員会が必要と認めた事項

コーポレートガバナンス委員会の「その他」に該当するメンバー５名は、常勤監査役１名、社外監査役２名、主要子会社会長１名、主要子会社社長
１名であります。

報酬委員会の役割

以下の事項について審議し、取締役会に対して助言・提言を行うことができる。

　（1）取締役および執行役員の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針

　（2）取締役および執行役員の個人別の報酬等の内容

　（3）前２項を決議するために必要な基本方針、規則および手続等の制定、変更、廃止

　（4）その他、取締役の報酬等に関して報酬委員会が必要と認めた事項

報酬委員会の「その他」に該当するメンバー３名は、常勤監査役１名、社外監査役２名であります。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は内部監査室と内部監査計画の策定や内部監査室監査の立会の実施等において連携をとっております。

　また、監査法人と定期的な意見交換会を行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名



社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

浅野　謙一 弁護士

小峰　光 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

浅野　謙一 ○ 　適合項目なし。

　同氏は弁護士としての企業法務に関する専
門的見地及び豊富な経験から適切に監査をし
ております。

　また、同氏は主要株主及び主要取引先の出
身者でなく、当社との間に特別な利害関係もな
いため、独立性が高く、一般株主と利益相反が
生じるおそれがないことから、独立役員に選任
しております。

小峰　光 ○ 　適合項目なし。

　同氏は公認会計士としての豊富な経験や実
績、幅広い知識と見識により適切に監査をして
おります。

　また、同氏は主要株主及び主要取引先の出
身者でなく、当社との間に特別な利害関係もな
いため、独立性が高く、一般株主と利益相反が
生じるおそれがないことから、独立役員に選任
しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

　社内取締役に対し譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。

　また、役員持株会制度を導入しております。



ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　2020年度の取締役報酬の合計額は90,250千円であり、当該金額には株式報酬4,750千円を含んでおります。なお、１億円以上の報酬を受けてい
る役員がいないため、個別報酬の開示はしておりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取
締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定
報酬としての基本報酬、株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととしておりま
す。

１．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、次の事項を参考にし、役位ごとに総合的に勘案して決定しております。

（1）会社の業績、経営内容

（2）社員給与とのバランス

（3）役員報酬の世間水準

　なお、個人別の基本報酬は、社外役員を主要な構成員とする任意の報酬委員会の助言・提言を尊重し、毎年年度初めの定例取締役会において
決議しております。2021年度におきましては、2021年４月９日開催の取締役会において決議しております。

２．株式報酬等の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針

　中長期的な企業価値向上との連動性を強化した報酬構成とするため、譲渡制限付株式とし次の事項を参考にし、役位ごとに総合的に勘案して
決定しております。

（1）前年度の連結当期純利益

（2）今年度の連結当期純利益予想

　なお、個人別の株式報酬等は、社外役員を主要な構成員とする任意の報酬委員会の助言・提言を尊重し、株主総会後最初の定例取締役会に
おいて、基本報酬との割合、割当株式数を決議しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役に対しましては経営企画室がサポートを行っております。また、社外監査役につきましては常勤監査役及び経営企画室がサポートを
行っております。

　社外取締役・社外監査役が、取締役会、コーポレートガバナンス委員会及び報酬委員会に出席するにあたり、経営企画室及びその他の当該部
署は、事前に資料を配布し、要望に応じて説明を行うほか、更なる情報の提供を求められた場合は遅滞なく当該情報の提供を行っております。

　また、社外監査役に対しましては、監査役会において常勤監査役より情報伝達を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

・取締役会

　取締役会は、代表取締役会長　権田浩一、代表取締役社長　岩井田克郎、取締役　佐々木政彦、社外取締役　村山憲二、社外取締役　新井茂
明の５名で構成されております。

　代表取締役会長　権田浩一を議長とし、月１回の定例取締役会のほか、随時の臨時取締役会が開催され、法令及び定款や規程に定められた
事項について意思決定を行うとともに、各取締役による職務の執行状況等について報告が行われ、取締役の職務執行の状況を監督しておりま
す。2020年度は取締役会を16回開催し、全取締役の出席率は98.8％でした。

・監査役会

　監査役会は、常勤監査役　米澤秀記、社外監査役　浅野謙一、社外監査役　小峰　光の３名で構成されています。

　原則月１回の定例監査役会のほか、随時の監査役会が開催され、必要な事項について決議や報告が行われております。なお、監査役は取締役
会及び経営会議等重要な会議に出席し、意思決定のプロセスを監視するとともに、各営業所等への往査や重要な書類等の調査等で業務執行や
コンプライアンス及びリスク管理状況等の監査をしております。

　また、内部統制システムの状況を監視及び検証しております。



・グループ経営会議

　グループ経営会議は、代表取締役会長　権田浩一、代表取締役社長　岩井田克郎、取締役　佐々木政彦、主要子会社取締役会長及び主要子
会社代表取締役社長の５名で構成されております。

　また、常勤監査役　米澤秀記が出席しております。

　代表取締役会長　権田浩一を議長とし、原則月１回の定例の会議において、グループ経営戦略やその他経営課題に関する重要事項の協議や
子会社を含む各社長からの業務の執行状況・執行役員会決議内容等の報告及び確認等を行っております。

・コーポレートガバナンス委員会

　コーポレートガバナンス委員会は、代表取締役会長　権田浩一、代表取締役社長　岩井田克郎、取締役　佐々木政彦、社外取締役　村山憲二、
社外取締役　新井茂明、常勤監査役　米澤秀記、社外監査役　浅野謙一、社外監査役　小峰光、主要子会社取締役会長及び主要子会社代表取
締役社長の10名で構成されております。

　代表取締役会長　権田浩一を委員長とし、原則月１回の定例の会議において、グループの持続的成長、新たな価値創造、長期的な企業価値の
最大化を図るためコーポレートガバナンスに関する重要事項について協議を行い、必要に応じ取締役会に助言、提言を行っております。

・報酬委員会

　報酬委員会は、社外取締役　村山憲二、社外取締役　新井茂明、取締役　佐々木政彦、社外監査役　浅野謙一、社外監査役　小峰光、常勤監
査役　米澤秀記の６名で構成されております。

　社外取締役　村山憲二を委員長とし、必要に応じて随時開催する会議において、取締役会の諮問に基づき取締役の報酬等の内容に係る決定に
関する方針や、取締役の個人別の報酬等の内容について取締役会に対し助言、提言を行っております。

・執行役員会

　執行役員会は、代表取締役社長　岩井田克郎、取締役　佐々木政彦、執行役員営業統括部長、執行役員経営企画室長の４名で構成され、常勤
監査役　米澤秀記が出席しております。

　代表取締役社長　岩井田克郎を議長とし、原則月１回の定例の会議において、所管事項について決議を行うとともに、当社の経営戦略やその他
経営課題に関する重要事項の協議、ならびに取締役会付議事項についての協議を行っております。

・コンプライアンス・リスクマネジメント委員会

　コンプライアンス・リスクマネジメント委員会は、代表取締役社長　岩井田克郎、取締役　佐々木政彦、常勤監査役　米澤秀記、執行役員営業統
括部長、執行役員経営企画室長、内部監査室長、主要子会社取締役会長、主要子会社代表取締役社長、主要子会社管理担当役員の９名で構
成されております。

　代表取締役社長　岩井田克郎を委員長とし、原則月１回の定例の会議において、グループの事業活動に係る潜在リスクの把握と予防策の立案
のほか、個別の問題解決に係る協議等を行い、その進捗を管理するとともに、取締役会に報告を行っております。

・内部監査及び監査役監査

　内部監査は、業務執行部門とは独立し会長が直接管轄する内部監査室が実施しております。内部監査室は２名で構成され、内部監査規程、内
部監査基本計画及び内部統制システムに係る実施基準に基づき、各部門や関係会社の業務活動の有効性や効率性、諸規程の適正性や妥当性
を評価し、会長への報告及び改善の提言を行っております。監査結果は、監査終了後その都度会長及び取締役に報告するとともに、監査役に報
告しております。

　監査役監査は、監査方針・監査実施計画に基づき、取締役の職務の執行状況・財産の管理状況・計算書類等及び「内部統制システムに係わる
監査の実施基準（チェックリスト）」による内部統制システムの監査を実施しております。　　　

　監査における相互連携については、監査役は、監査法人と定期的な意見交換を行い、また、内部監査室と連携を図っております。　

　

・会計監査の状況

　当社は、ＥY新日本有限責任監査法人より監査を受けており、指定有限責任社員・業務執行社員である公認会計士下田琢磨氏及び葛貫誠司氏
が業務を執行し、公認会計士７名、その他２０名が業務の補助を行っております。当社と同監査人または業務執行社員との間には、公認会計士法
の規定により記載すべき利害関係はありません。

・責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を
法令の定める限度額まで限定する契約を締結しています。なお、当該責任限度が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役等であるものを
除く。）または監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、監査役会設置会社であります。監査役３名のうち２名が社外監査役であり、豊富な知識と経験のもと経営全般について発言を行ってお
ります。常勤監査役は、社内業務に精通しており社外監査役との連携により取締役の意思決定及び業務執行の監査並びに当社業務及び子会社
業務の監査を行っております。

　また、内部監査室を設置し、遵法のみならず業務活動の有効性や効率性、諸規程の適正性や妥当性について監査を実施しております。

　また、当社は、社外取締役２名を選任し、業務の執行に対する監督機能の強化を図っているほか、社外取締役は、取締役会において監査役会
より、監査役監査、会計監査及び内部監査の内容や結果等について報告を受けるとともに、コーポレートガバナンス委員会の構成員として、内部
統制、ガバナンス体制に関する協議を行い、必要に応じ取締役会への助言、提言を行っております。

　当社は、社外取締役２名体制、執行役員制度、報酬委員会、コーポレートガバナンス委員会等を通じ、経営と執行の分離、意思決定の迅速化、
経営の透明性、公正性の一層の向上を図っております。

　これらの取り組みにより、経営の監督監視について十分に機能する体制が整っており、当社のコーポレートガバナンスは、十分機能しているもの
と判断しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 一般的に株主総会が集中すると思われる日程は避けるようにしています。

その他 株主総会招集通知を当社ウェブサイト上に掲載しています。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

ホームページに決算、第２四半期決算に係る説明動画を掲載しております。 あり

IR資料のホームページ掲載 ホームページのＩＲ情報にＩＲ資料等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画室、総務部総務課が共同し、ＩＲを担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「企業行動憲章（倫理綱領）」「倫理基準」において各ステークホルダーとの関係について規
定しています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
「企業行動憲章（倫理綱領）」「倫理基準」「環境保全に関する基準（環境方針）」を制定し、
環境保全活動、ＣＳＲ活動に取り組んでおります。

また、ＩＳＯ14001の認証を取得しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

ホームページを活用したステークホルダーに対する情報発信の取り組みを行っておりま
す。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

【内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況】

　内部統制システムの整備については、2006年5月12日開催の取締役会において内部統制システムに関する基本方針を決議し、その後取締役会
で適宜、見直しを行っています。（最終改正決議日　2016年8月10日）

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　(1)　取締役会は、法令等遵守のための体制を含む内部統制システムに関する基本方針を決議するとともに、定期的に整備・運用状況の報告を

　　　　受ける。

　(2)　社外取締役を選任することにより、取締役会の業務の執行の決定及び取締役の職務の執行に対する監督機能の強化を図る。

　(3)　監査役は、独立した立場から、内部統制システムの整備・運用状況を監視及び検証する。

　(4)　取締役及び使用人に法令・定款の遵守を徹底するため、「企業行動憲章」「倫理基準」「行動指針」「コンプライアンス規程」「コンプライアン

　　　　ス・マニュアル」を制定する。役職員が法令・定款等に違反する行為を発見した場合には直ちに取締役及び監査役に報告する体制を整備す

　　　　る。

　(5)　コンプライアンス・リスクマネジメント委員会は、「倫理基準」や「コンプライアンス・マニュアル」の遵守状況を把握するとともに指導・教育等を

　　　　行う。コンプライアンスに関する違反等の事態が発生した場合には、その内容、対処及び再発防止策を取締役及び監査役に報告する。

　(6)　内部監査室を設置する。内部監査室は「内部監査規程」に基づき当社及び子会社の業務全般に関し、法令・定款及び社内規程の遵守状

　　　　況、職務執行の手続き及び内容の妥当性等につき、定期的に内部監査を実施する。

　(7)　職員の法令違反行為に関する相談及び通報を適正に処理する仕組みとしてコンプライアンス相談制度を設け、「コンプライアンス規程」「コン

　　　　プライアンス相談制度運営要領」に基づき運用を行う。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　(1)　取締役会議事録その他法定の作成資料及び取締役の職務の執行に係る情報や文書は、「規程等管理規程」「文書管理規程」「ITマニュア　

　　　　ル」等に基づき、適正に内容を記録し、保存媒体に応じて適切に保存及び管理し、社外からの不正アクセスに備えるとともに、それらを閲覧

　　　　することができる体制を整備する。

　(2)　会社の重要な情報の開示に関連する規程を整備し、開示すべき情報が法令等に従い、適時に正確かつ十分に開示される体制を整備する。

　(3)　個人情報・営業秘密ほか法令上一定の管理が求められる情報については、関連する規程を整備し、管理方法の周知徹底を図る。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　(1)　リスク管理体制として「リスク管理規程」を制定し、事業内容ごとに会社経営に重大な影響を及ぼすリスクを識別し、当該リスクの発生可能性

　　　　及びリスクがもたらす影響の大きさを分析し、経営環境変化等を踏まえた評価を行い、適時かつ適切な対策を実施する。

　(2)　リスク管理の実効性を確保するため、コンプライアンス・リスクマネジメント委員会を設置し、事業活動に係る潜在リスクの把握と予防策、リス

　　　　クの対処方針、経営リスクに関する対応策等の協議を行う。

　(3)　緊急時には「リスク管理規程」「経営リスク管理要領」「事業継続計画」等に基づき、緊急対策本部を設置し、迅速かつ適切に対応する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　(1)　取締役会における審議の活性化を図るために資料の事前配布、年間の開催スケジュールの決定、審議項目数や開催頻度の設定を行うと

　　　　ともに審議時間の確保に努める。

　(2)　年度計画及び中期経営計画に基づいた各部門の目標に対し、それらの進捗管理状況及び達成状況を取締役会及びグループ経営会議

　　　　に定期的に報告する。

　(3)　適正かつ効率的な職務執行を行うために「職務権限規程」「稟議規程」等を制定し、職務執行に関する責任と権限を明確にする。

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　(1)　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制として、「関係会社管理規程」を定め、子会社管理担当取締役に

　　　　おいて、子会社から子会社の財務情報その他の重要な情報の報告を受ける。

　(2)　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制として、「コンプライアンス・リスクマネジメント委員会運営要領」に基づき、コンプライ

　　　　アンス・リスクマネジメント委員会において子会社の事業に係るリスクの把握と管理を行う。

　(3)　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、「関係会社管理規程」を定め、子会社管理担当取締役を置き、

　　　　重要事項の事前協議や定期的に資料の提出を求めるなど必要な管理を行う。

　(4)　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、「企業行動憲章」「倫理基準」「行動指針」「コ

　　　　ンプライアンス規程」「コンプライアンス・マニュアル」を制定し、法令等遵守体制を整備する。

　　　　また、海外子会社においては、当該国の法令・慣習等の違いを勘案し、適切な方法により体制の整備に努める。

　　　　当社と子会社との間における不適切な取引または会計処理と子会社が認めた場合、また子会社の使用人が法令・定款等に違反する行為

　　　　を発見した場合には直ちに当社取締役及び当社監査役に報告される体制を整備する。

　(5)　内部監査室は、業務の適正の確保につき、子会社の内部統制システムの整備状況の監査を実施する。

６．監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関

　　する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　(1)　監査役は、監査業務に必要な事項を内部監査室に要請することができるほか、監査役が求めた場合には、監査役の職務を補助する専任

　　　　の使用人を配置する。

　(2)　内部監査室は監査役の要請があるときは取締役等の指揮命令を受けない。また監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動及び評価

　　　　等については、監査役の同意を必要とする。

７．取締役及び使用人並びに子会社の取締役等及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1)　当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役等及び使用人は、会社の業務または業績に影響を与える重要な事項、法令・定款に違反

　　　する、またはその恐れがある行為を発見した場合は、その事実に関する事項について、適時、適切な方法により監査役に報告を行う。なお、

　　　監査役から会社情報の提供を求められたときには、遅延なく情報の提供を行う。

(2)　当社の内部監査室及び子会社の内部監査担当は、内部監査の結果を監査役に報告する。

８．監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制



　　監査役への報告をした者が、当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを受けない体制の整備を行う。

９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る　

　　方針に関する事項

　　監査役が職務の執行について生ずる費用の前払または償還等の請求をしたときは、職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速や

　　かに当該費用または債務の処理をする。

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　監査役が代表取締役社長並びに会計監査人と定期的な意見交換を行い、また内部監査室と連携を図り監査役の監査が実効的に行われる体

　　制を整備する。

11．財務報告の信頼性を確保するための体制

　　財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制の基本方針」を定め、財務報告に係る内部統制の整備を行うとともに、その運

　　用状況を定期的に評価し、維持及び改善にあたる。

12．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制

　　反社会的勢力とみなされる個人及び団体とは、いかなる場合においても経済的な利益供与を行わないこと並びに社会の秩序や安全に脅威を

　　与える反社会的勢力に対し、弁護士・警察・地域社会等と連携して毅然とした態度で組織的にその排除に取り組むことを定め、運用のための

　　社内体制を整備する。

【内部統制システムの運用状況の概況】（2021年３月31日現在）

・内部統制全般

　業務執行部門から独立した内部監査室が内部監査規程、内部監査基本計画に基づき遵法のみならず業務活動の有効性や効率性、諸規定の
有効性や妥当性について監査を実施しました。

　また、社外取締役２名を選任し業務執行についての監督機能の強化を図るとともに、コーポレートガバナンス委員会ではコーポレートガバナンス
に関する重要事項等について協議を行い必要に応じ取締役会に助言、提言を行いました。

　常勤監査役１名、社外監査役２名で構成される監査役会及び各監査役は、経営全般に対し必要に応じ意見を述べました。

・効率的職務執行

　職務の執行が効率的に行われることを確保するため、2018年度より執行役員制度の導入を行いました。業務執行の責任と権限を明確にし、意
思決定の迅速化を図るとともに計画実行の確実性とスピードを高めております。

　2020年度におきましては、定例及び臨時開催分を合わせ、取締役会は16回、執行役員会は13回開催しました。

・コンプライアンス

　2015年にグループ内で制定しました「コンプライアンスと顧客信頼第一の日」（９月19日、３月19日）を中心にコンプライアンス意識の向上を目的と
した教育研修のほか、新入社員導入研修、ハラスメント防止、情報セキュリティ、インサイダー情報・内部情報管理に関する教育研修を実施しまし
た。

　また、改正民法の施行に伴い、社内規程や取引基本契約書の見直しを行い、所要の改定を実施しました。

・リスクマネジメント及び情報セキュリティ

　コンプライアンス・リスクマネジメント委員会（2020年度：14回開催）において、当社グループの事業活動に係る潜在リスクの把握と予防策の立案
を行いました。

　①各種コンプライアンス事項②情報管理③安全衛生④労働時間管理⑤人材育成の基本テーマを中心に個別課題について、リスクマネジメント
の定着及び課題解決を行いました。

　また、新型コロナウイルス感染症による当社グループの企業活動への影響の最小化を図るべく当社社長を委員長とする新型コロナウイルス感
染症に係るＢＣＰ委員会を毎日開催し、具体的対応の協議、指示及び指示事項の履行確認を行いました。

　情報セキュリティにおきましては、電子メールのセキュリティ強化と在宅勤務実施に係るルールの明確化を図り、情報管理についての教育を実施
しました。　

・グループ内部統制

　コーポレートガバナンス委員会（2020年度：9回開催）では、グループの持続的成長、新たな価値創造、長期的な企業価値の最大化を図るため、
グループ内部統制、グループガバナンス体制に関する協議を行い、必要に応じて取締役会へ提言しました。

　また、当社取締役のうち２名が各子会社の取締役を兼職し、子会社の決議に参加するほか、子会社の経営等に係る重要事項については、親会
社である当社の取締役会における承認を必要とする体制をとり、これを実施しました。

　内部監査室は、内部監査基本計画に基づき監査役と連携し、グループ各社を対象に内部監査を実施しました。

・財務報告に係る内部統制

　内部監査室において、全社的な内部統制の検証、業務プロセスや決算・財務報告プロセスの運用テスト等の実施により金融商品取引法に基づ
く財務報告に係る内部統制の有効性の評価を行いました。

・反社会的勢力の排除

　当社及び国内子会社において、反社会的勢力排除条項を含んだ契約書の締結をすすめ、また、新規の取引を始めるに当たって、反社会的勢力
該当調査を実施し、反社会的勢力の排除に努めました。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

【反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方】

　社会の秩序や安全に脅威を　与える反社会的勢力に対し、弁護士・警察・地域社会等と連携して毅然とした態度で組織的にその排除に取り組

んでおります。

【反社会的勢力排除に向けた整備状況】

１．「反社会的勢力対策要領」の中に、反社会的勢力に対しては、断固たる態度で臨み一切の関係を排除し、警察等と連携して反社会的勢力

　　排除に取り組むことを定めております。

２．（社）警視庁管内特殊暴力防止対策連合会の会員となっており、同会主催の各種研修会等には関連部門の社員を積極的に参加させ対応



　　能力の向上に努めております。

３．総務部を対応部署とし、不当要求防止責任者を明確にし、反社会的勢力に対して対応できる体制を整備しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【適時開示体制の概要】

１．内部情報管理者と担当部署

　　適時開示の管理責任者として、内部情報管理者を置いております。

　　内部情報管理者は、担当部署である総務部、経理部、経営企画室と連携して情報開示事務局を設置し、適時開示体制を構築しております。

２．会社情報の報告

　　当社及び当社の子会社において会社情報が生じたとき、その情報保有者は、直ちに所属部署の長を通じて内部情報管理者へその旨を報告

　します。

３．情報の開示

　　情報開示事務局は、開示すべき内部情報の要否を審議、判断し、代表取締役または取締役会に付議し、その承認決議後、内部情報管理者

　の指示に基づき、速やかに開示します。
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